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中国の国有 ソフ トウェア企業の

配分非効率性 と費用構造

り餐 震

初稿受付日

レフ ェ リー 付 き論 文

2005年8月15日 採 択決 定 日 2006年7月19日

本論文は急発展 している中国国有ソフ トウェア産業について,そ の費用構造を計

量的に分析している。特に,ソ フトウェア開発労働を1つ の生産要素として,ソ フ

トウェア開発労働と普通労働の配分非効率性を明示 し,ソ フ ト開発労働と普通労働

の代替弾力性,規 模の経済性,各 生産要素の成長寄与度,最 適な生産要素投入量等

の問題を議論する。利用するデータは中国22都市の国有ソフトウェア会社,2002年

のクロスセクションデータである。分析方法は資奉を準固定要素として取 り扱う一

般化可変費用関数である。

推定結果はソフトウェア開発労働と普通労働の配分非効率性が存在することを証

明した。企業は全般的に資本が不足,ソ フト開発労働が過剰,普 通労働が過小であ

る。また,ソ フト開発労働と普通労働は代替的な効果があり,強 い規模の経済性が

認められる。

キ ー ワ ー ド 中国 ソフ トウ ェア産 業,一 般 化可 変費 用関数,.配 分非効 率性,

規模 の経 済性

1は じ め に

中国では,改 革・開放政策を背景に,IT産 業が急速に発展 している。1996年 から始 まった

「九・五計画」(第9次 五ヶ年計画1996--2000年)期 において,中 国のIT産 業部門は他の部

門 とは一桁異なる驚異的な成長率 を達成 した。IT産 業では売上高の拡大とともに上位企業

への集中度が大 きくなり,規 模の経済性を通 じた トップ企業のさらなる成長が見込まれてい

る。 また,国 有企業をも含めた各企業が輸出実績やR&Dを 重視するなど質的な国際競争力

の向上 を実現 している。さらに90年代後半以降,IT分 野での大規模な外資の導入が見 られ,

競争や技術移転 を通 じて中国IT企 業の質的向上をもた らし,輸 出構造の高付加価値化が見

られるようになった。
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中国国家信息産業部2004年 度報告書(http:/γwww.mii.gov.cn/mii/hyzw/tjxx.htm1)に よ

ると,中 国のIT産 業の規模は2003年 に世界第3位 とな り,中 国経済成長の主要源の一つと

なっている。その内 ソフ トウェアはIT産 業の リー ド部門 として,毎 年20%以 上成長 してい

る。中国政府は,ソ フ トウェア産業を優先的に発展させ,戦 略的産業 にすることを決めてお

り,ソ フ トウェア産業の迅速な発展を促すため,そ の発展環境の健全化を目指 している。

ソフ トウェアの特徴はハー ドウェアと異なっている。ソフ トの開発と生産は設備が簡単な

もので済むため初期投資が小さく,人 的資本が主な投入となっている。人的資本 とは,他 の

産業 と同様の普通労働(マ ーケティング,管 理など)の 人材 とソフ ト開発労働(プ ログラミ

ング,設 計など)の 人材の二つがある。 ソフ ト開発の人材に関 しては,教 育を充実させ るこ

とが重要である。中国 も,巨 大な人 口をバ ックに,教 育に力を入れながら,プ ロフェッショ

ナルの能力を発揮できるような環境を整備で きれば,発 展の余地が十分 にある。

しか し,急成長 している中国ソフ トウェア産業に問題点 も数多 くある。2000年のIT業 界に

発生 したITバ ブルによって,ソ フト開発労働者の賃金の一時的高騰が生 じたが,逆 にITバ

プル崩壊以後,中 国IT人 材市場には人件費の大幅な下落が発生 している。高 レベルの技術者

の求人難 によって賃金高騰は容易に生 じるが,実 際に大量に雇用された技術者の能力がその

賃金水準 に見合 うものであったか どうかは疑問である。ソフ ト開発労働者の雇用が効率的に

行われているかどうか検証する必要がある。

次に,ソ フ ト開発労働者に対する需要は今後増大 して,ソ フ ト開発労働賃金は上昇すると

予想 される。その結果,ソ フ ト開発企業のコス ト増により,ソ フ トウェア産業の発展が阻害

され るかもしれない。 もしソフ ト開発労働の賃金が上昇 した場合には,ソ フ ト開発労働者が

行っている業務の一部 を普通労働者に代替 させることができ,ソ フ ト開発労働者がより専門

的な業務 に集中できれば,ソ フ ト開発のコス ト増をそれだけ抑制することができる。 しか し

ソフ ト開発労働 と普通労働が補完的であるならば,ソ フ ト開発労働賃金の上昇は,そ のまま

ソフ ト開発費用に転嫁 される。こうした観点か ら,ソ フ ト開発労働 と普通労働の間の代替可

能性 を計測することに意味がある。

また,中 国のソフ トウェア産業は少数の比較的大規模な国有企業 と,多 数の非国有小企業

から成る。 このことは,小 規模の新規参入 を促進す るよりも,大 規模企業 を育成する方が有

利であることを意味す るだろうか。こうした観点か ら,ソ フ トウェア産業の規模の経済性 を

計測することは重要である。

また,中 国の国有 ソフ トウェア産業の中で多 くの企業は,PC,ネ ットワーク,サ ーバー,

管理 システムなど資本ス トックの不足が問題 となっている。実際にどれだけ資本ス トックが

不足 しているか計測することも興味深い。最適資本ス トックの計算 も重要である。

以上の論点 を考慮 して,本 論文では,資 本を準固定要素とする トランスログ型一般化可変
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費用関数モデルを使って,ソ フ トウェア開発労働 と普通労働の配分非効率性が存在す るかど

うかを検証 し,ソ フ ト開発労働 と普通労働の間の代替弾力性,規 模の経済性および最適資本

ス トック水準の計測を行 う。ここで配分非効率性とは,投 入要素の価格比と限界代替率が等

しくならないことを言 う。配分非効率が存在すれば,企 業は費用を最小化 していない。一般

化費用関数モデル は,こ のような非効率 を許容す るモデルで,AtkinsonandHalvorsen

(1984)に より提案 されたものである。具体的には配分非効率を固定効果 とみな し,限 界代替

率 と価格比の遠離 を表わすパ ラメータとして推定す る。電力業に対す る応用 として,Koh,

BergandKenny(1996)や 小林(1996)が,水 道事業への応用 として中山(2001)が ある。

本論文が利用す るデータは中国22都 市のソフ ト開発企業に関す る2002年 のクロスセクシ ョ

ンデータである。中国のIT産 業 に関する研究論文は数多 くあるが,実 際のデータを利用 した

実証的研究はほとんど無い。中国全国をカバーするソフ トウェア産業の統計が利用可能 とな

るのは2002年 からであ り,ソ フ トウェア産業の実証研究 に関 しては,ま だデータの蓄積が十

分でないことか らほとんど先行研究がない。劉(2005)は 生産費用構造の分析を行っている

が,非 効率の存在を仮定 しない研究である。

ソフ トウェア開発労働 と普通労働の配分非効率性の分析に関 しては,本 稿が先駆的取 り組

みである。その分析結果から得た規模の経済性指数,生 産要素の最適投入量は中国の政府 と

企業に対 して,大 変重要である。

本論文の構成は次の通 りである。第二章は トランスログ型一般化可変費用関数モデルの説

明及び規模の経済性,各 要素の成長寄与度,最 適生産要素投入量の計算方法 を説明する。第

三章はデータについて説明する。第四章は計測結果を示す。第五章はまとめと今後の課題で

ある。

2ト ランスログ型一般化可変費用関数

2.1可 変費用関数の特定化

この論文では費用の最小化 を仮定 しない一般化費用関数の考え方を用いる。一般化可変費

用関数は,シ ャ ドー価格の概念 を作った配分非効率の可能性を考慮する関数である。 この節

では一般化可変費用関数のモデルを定式化する。

本論文にはソフ トウェアを生産する主なインプ ットは資本 と労働 と考えられる。中間投入

は,生 産に利用する電気,あ るいは紙,イ ンクなど事務用品が主要な要素である。 しかし,

これらは総費用の中に非常に小 さいウェイ トしか占めないため,生 産 に対する影響があまり
1)

ないという特性がある。また,限 られたデータの下で,推 定で きる費用関数のパラメータに

限界があると考えられることから,資 本 と労働以外のインプ ットはここでは無視す る。

可変生産要素はソフ ト開発労働Xsと 普通労働Xo二 種類 と設定 し,PsとPoは ソフ ト開
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発労働の価格 と普通労働の価格 とす る。資本ス トックKを 短期固定要素,Yを 産出 として,

生産関数Y=F(Xs,X,,K)を 考 える。一定の産出制約の下で費用最小化すると仮定すれ

ば,限 界代替率は要素価格の比率に等 しい。

縫 轡 ω!ax・i-s,・(1)

現実には配分非効率があるため,企 業 は市場価格に基づ く費用最小化 を行わず,イ ンプ ッ

トの配分に歪みがあると仮定する。そ して,要 素間の技術的限界代替率は要素価格比 と異な

り,以 下のようにシャ ドー価格比に等 しくなるものとする。

繕P銃 一1・・P・i=s,・(・)

P,はPiの シ ャ ドー価 格 で あ り,kiは1)iの シ ャ ドー係 数 で あ る。 シ ャ ドー係 数 が1の 時,

配 分 の 非 効 率 性 は 存在 せ ず,シ ャ ドー 価 格 は 市場 価 格 に等 しい。 シ ャ ドー 係 数 が1よ り大 き

い な らば,投 入 要 素 は相 対 的 に 過 小 投 入 され て い る。 シ ャ ドー係 数 が1よ り小 さい な らば,

投 入要 素 は相 対 的 に過 剰 投 入 され て い る。

また,資 本 は 固 定 要 素 で あ り短 期 的 に は所 与 と考 え る。 企 業 は 市場 コス ト最 小 化 で は な く,

可 変 シ ャ ドー コ ス ト2]pjXiを 所 与 の 生 産 量 と固 定 要 素 の 下 で最 小 化 す る もの と仮 定 す る。

シ ャ ドー 価 格 と市 場 価 格 が 等 し くな い限 り,シ ャ ドー コ ス ト最 小 化 は 市 場 コ ス ト最 小化 を意

味 せ ず,し た が っ て 生 産 に 配分 非 効 率 が 存 在 す る こ と に な る。 この 時,シ ャ ドー 可 変 費 用 関

数 は 次 の よ う に表 現 され る。

vcs(P銃:Y.K)=min{ΣpiXilY≦ ノ(Xs,X。,幻}(3)

シ ャ ドー 可 変 費 用 関 数 は1)シ ャ ドー 可 変 要 素 価 格 に 関 す る一 次 同 次性,2)シ ャ ドー 可

変 要 素 価格 に 関 す る非 減 少 性,3)生 産 量 に関 す る非 減 少 性,4)シ ャ ドー 可 変要 素価 格 に関

して 凹 関 数 で あ る こ と,5)固 定 的 生 産 要 素 に 関 す る非 増 加 性,6)固 定 的 生 産 要 素 に関 して

凸 関数 で あ る こ とが 必 要 で あ る。

シ ェパ ー トの 補 題 に よっ て,要 素 投 入 量 は

Xi=∂vcs/∂leiPii=s,o(4)

した が っ て,実 際 に観 測 さ れ る可 変 費 用 関 数 は 次 の よ う に な る,

VCEΣP,Xi=ΣPi(∂vcs/∂leiPi)(5)
i=s,Ol昌S,O

要 素X,の シ ャ ドー コ ス ト シ ェ ア を

∂1n(vcs)Sl
≡leiPiXi/;,℃s=i=s,o(6)∂1

n(leiPi)

と す る と,実 際 の 可 変 費 用 関 数 は(5)よ り

VC=γcsΣ 々71S葦(7)
i=s,o
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と書 け る。 推 定 の た め,シ ャ ドー 可 変 費 用 関 数 を トラ ンス ロ グ型 で特 定 化 す る。

Invcs=αo+Σ αiln(kiPi)+βKlnK+βylny
卜3.0・

・音
、尋 認 。γij1・(1・・Pi)1・(・,ろ)・S…(1・M2+去 …(1・"2

+Σ γKilnKln(leiPi)+Σ γyilnyln(稻1)i)+γyKlnylnK
f=S.oi=S,0

(7)よ り,実 際 可 変 費 用 関 数 は 下 の 式 で あ る 。

lnVC=αo+Σ αiln(leiPi)+β κ1nK+βylnY
ご寓&0

・ 謡
。、§ 。ri,1・(1・・Pi)1・(1・・P」)・÷ …(1・K)2+i…(1・ η2

+Σ γKilnKln(leiPi)+Σ γyilnyln(leiPi)+γyκlnYlnK
i=$.0ゴ=S.O

+ln(Σ ぬ71(αi+γ γilnY+γ κilnK+Σ γiiln(kjPj)))

i=S.Oゴ=S,O

要 素Xiの 実 際 コ ス トシ ェ ア は(6)(7)(8)よ り,次 の 式 で あ る 。

ゐ71(αf+γyilny+γ κilnK+Σ γi/ln(lejPj))

sヂ≡君耶=顯1
④+・y、1n… 。㎞嚇 ハ、㎞(・、P」))

(8)

(9)

(10)

推 定 に利 用 す るの は 実 際 可 変 トラ ン ス ロ グ費 用 関 数 の 式(9)と 可 変 要 素Xiの 実 際 コ ス ト

シ ェア 式(10)で あ る。 ま た,コ ス トシ ェ ア を足 す と1に な るの で,1本 を 除 く。 た だ し,1

次 同 次,対 称 性 の 仮 定 よ り

Σαi=1γ ご」=γjiゴ
Σ γyi=0Σ γKi=0嬉 ブ=s,o(11)
ii

亭…=苧 …=写 苧…=0ー

で あ る。 シ ャ ドー係 数 の推 定 につ い て,VCとSiはkiに つ い て0次 同 次 で あ って,kiの 絶 対

値 は推 計 で き な い。 しか し,適 切 に 基 準 化 して,相 対 的 価 格 効 率性 の検 定 を行 うこ と もで き

る。 本 論 文 で は 可 変 要 素 は2つ しか な い た め,1つ の 生 産 要 素 の シ ャ ドー係 数 を1に 基 準 化
2)

す る。 こ こで は,ks=1と して,も う一 つ の生 産 要 素 の シ ャ ドー係 数le。 を準 定 す る。

2.2計 測指数

2.2,1代 替弾力性

固定要素を所与 として,要 素間の短期代替弾力性(ア レンの偏代替弾力性)は 次の式のよ

うに表現される。
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γ、。+s贈
σ・・=

s縛

γii十S～(si-1)
σii=、i=s,o(12)

si

∂lnvcs
ここで,S§ はシャ ドー可変 コス トシェアで,si= である。∂l

nXi

σs。>0なら代替的な効果,σ 、。〈0な ら補完的な効果を意味する。

短期 自己価格弾力性は

εゴぎ累σi、Si`冒 ε,o(13)

である。

2.2.2短 期 と長期の規模の経済性

規模の経済性の指標は,資 本を固定するかどうかにより,短 期 と長期 を区別 して考える。

まず短期の規模の経済性 について考 えると,規 模の経済性をシャ ドー費用関数に基づ く拡張

経路の上で定義す るか,実 際費用関数の上で定義するかにより二通 りの指標が考えられる。

シャ ドー費用に関する規模の経済性の短期指標は,次 のように定義 される。

SCE・一(∂1号獣' .(14)

一方,実 際費用に関する規模 の経済性の短期指標は

SCE"一(謬 叢 γ' (15)

である。規模の経済性指標が1よ り大きいなら,規 模の経済性がある。規模の経済性指標が

1よ り小さいな ら,規 模の不経済性がある。

シャ ドー費用に関す る規模の経済性の短期指標は,各 可変要素の生産寄与度 と関係がある。

いま生産要素それぞれの生産に対する寄与度を,限 界生産弾力性 として定義する。限界生産

弾力性をシャ ドー費用関数に基づ く拡張経路に沿って計測すると,ソ フ ト開発労働の生産寄

与度CR、 は次のようになる。

・蝸 藩 器 ただい 夢一∂欝(16)

同 様 に,そ の 他 労 働 の 成 長 寄 与 度CR。 は以 下 の 式 で 計 算 す る

∂lnySまCR
・E∂1・X・=醇(17)

・の牒 ・爵・・端 より・1
CR・+CR・=誘(18)
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となり,こ れはシ亭 ドー費用に関する短期の規模の経済性の指eCSCESに 一致す る。

次に,規 模の経済性の長期指標 を定義する。シャ ドー費用関数に基づ く規模の経済性の長

期指標は,

LSCE・一(∂1n(誓箒P・ 幻)-1(19)

により定義する。ここで(19)を 資本の長期最適値K*で 評価する。K*は 所与のシャ ドー係数

の下で長期費用を最小化する資本の最適値 で

∂(vcs+P々K)
=0(20)

∂K

の解である。ただ し疏 は資本のサービス価格 とする。 この時,

・・CE・一(∂lnvcs1-
∂ln、lf)匠1擢・(∂1号差妄s)K.K,

(21)

となる。一方,

職 ・1}欝 器 ただu,sE-∂ 辮(22)

で 計 算 で き る こ とか ら,

Cl～s+CRo十 α～々 =LSCES(23)

が 成 立 す る こ とが わ か る。

実 際 費 用 関 数 に基 づ く規 模 の 経 済 性 の 長 期 指 標 は,LSCESに お いて シ ャ ドー係 数 を1と お

い て得 られ る。 す な わ ち

・s酬 ∂ln(野 κ幻プ

(24)

十
∂lnvc-1

∂lnK )。.。.×(

∂1nVC

∂lnY )。。紹

である。短期指標 と同様に,規 模の経済性は1よ り大 きいな ら,規 模の経済性がある。規模

の経済性は1よ り小 さいなち,規 模の不経済性がある。

シャ ドー費用に関す る規模の経済性は,シ ャ ドー価格P;に よって決 まる拡張経路上で,規

模の拡大がシャドー平均費用 を増加させるか減少させるかを見 るものであ る。 したがってシ

ャ ドー係数の値を変えれば拡張経路が変わり,規 模の経済性指標の値 も変わる。シャドー係

数を1と すれば,配 分非効率が無い通常の拡張経路の上 で規模の経済 を評価することになる。

これに対 し,実 際費用に基づ く規模の経済性指標 は,シ ャ ドー価格P7に よって決まる拡張経

路上で,規 模の拡大が実際の平均費用 を増加させるか減少させるかを見 るものである。 シャ

ドー係数が1の 時は,シ ャ ドー費用に基づ く規模の経済性指標 と実際費用に基づ く規模の経
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済性指標 は一致する。

2.2.3配 分非効率なしの生産費用 と最適生産要素投入量

シャ ドー係数は1に して,式(5)と 式(6)に 代入すると,配 分非効率がない時の可変費用

VC*と コス トシェア碑 を計算で きる。実際の可変費用 をVC'と 比較す ることで,配 分非

効率の大きさを見 ることがで きる。それを使って,最 適な可変要素投入量は

siVC*
xi== i=s,OP

i

で計 算 で き る。 こ の時 生 産 要 素 不 足 率 は,次 の よ う に定 義 で きる

xi
Rご『 『i=s・o

i

Ri<1な らば,生 産 要 素 が 過剰,Ri>1な らば,生 産 要 素 が 過 小 で あ る。

(25)

(26)

3デ ータの出所 と加工

本論文で用いた主なデータは中国情報産業部 と国家統計局が共同公表 した 「2002年中国ソ

フ トウェア産業統計調査報告」 と国家統計局が公表 した 「2002年ソフ トウェア開発活動統計

資料」である。 このデータは中国の35主 要都市(MainSocialandEconomicIndicatorsof

ProvincialCapitalsandSeparatePlanningCities)の3740社 ソフ トウェア開発企業 につい

て,生 産,開 発,研 究などの情報 を集計 したものである。本論文では,こ れらのうち国有企

業についてのデータを用いる。残念 なが ら,個 別企業の個票データは利用可能ではない。利

用できるのは35主要都市の集計統計データである。ここで35主要都市は中国各省の省都 と各

省の経済,政 治に支配的地位を有する大都市である。北京,上 海,天 津など省級地方直轄市

も含んでいる。そのうち,国 有企業のデータは25都 市か ら取れる。

ただ し,ソ フ トウェア企業に対す る全国範囲の統計調査は中国では初めてであり,統 計デ

ータの不完全,統 計基準の不統一などの問題が避けられない恐れがある。特にデータの中に

ソフ トウェア売上の比率が非常に低いものと設備投資が異常に少ないものが存在する。そこ

で,ソ フ トウェア売上の全売上 に占める比率と設備投資の全売上に対する比率について,す

べてのデータが平均 ±3×標準偏差の範囲に入 るように異常値を除去する。つまり,ま ず最 も

極端なデータ1つ を取 り除 き,そ の結果 まだ偏差が3倍 の標準偏差を超えるようなデータが

あれば,そ れをさらに取 り除 き,す べてのデータが平均 ±3×標準偏差の範囲に入るようにし

た。その結果,25主 要都市の うち3都 市が除かれ,22都 市のデータを分析に用いた。

データは大別 して以下の7つ の項 目か ら成 る。

1)基 本状況2)開 発スタッフ状況3)開 発資金4)開 発費用支出

5)R&Dス タッフと経費収支6)特 許7>プ ロジェク ト状況
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都市別データによって,中 国の国有 ソフ ト企業が大都市に集っていることがよくわかる。

今回調査 された国有ソフ ト開発企業の178社 の うち,北 京市は48社 が集中 している,経 済発展

の著 しい東部地方は約121社 がある。

本論文では,ト ランスログ型可変費用関数を推定するが,産 出をソフ トウェア,可 変生産

要素をソフ ト開発労働 と非ソフ ト開発労働(普 通労働),固 定要素 を資本として,以 下のよう

なデータを利用する。

産 出:ソ フ ト売 り上げ

ソ フ ト 労 働1ソ フト開発人数

ソフ ト労働価格:ソ フ ト開発用人件費/ソ フ ト開発人数

非 ソ フ ト労働:従 業員総人数一 ソフ ト開発人数
3}

資 本:設 備購入費

以上を,「2002年 中国ソフ ト産業統計調査報告jか ら取 り,他 に非ソフ ト労働価格は2002年

中国統計年鑑 によって,各 省の国有企業の平均的な賃金を利用する。資本サービスの価格 は,

利子率 と資本減耗率の和 に資本財価格 を乗 じた資本の単位使用者費用を計算する。そのため

の利子率は中国人民銀行が公表 している2002年 長期貸出金利を用いる。その出所は中国人民

銀行のホームページである,資 本減耗率は中国株式上場会社の うち電子機器メーカーの減耗

率 を用いる。その出所は 『中国銃汁年釜1990-2003』 である。資本財価格 は,2002年 の中国

統計年鑑 に公表 されている物価指数を採用 した。利子率 と資本減耗率は全国同 じであり,資

本財価格 は各都市で異なる。

4推 定 結 果

4.1ト ランスログ型一般化可変費用関数の推定結果

式(9)と 式(10)か ら成 る方程式体系 に加法的に誤差項 を付加 し,そ れ らが平均0の2変 量

正規分布に従 うことを仮定 して,最 尤法によりトランスログ型一般化可変費用関数を推定す

る。推定結果は表1に 示 されている。中段 は標準誤差であり,下 段はt値(推 定係数値/標

準誤差)で ある。

表1一 般化可変費用関数の推定結果
G

係串獄

αε βκ βy γs$ γκκ γソγ γεκ γoκ γsγ γoy γκソ In々0

推 定 値 0,269 一1 .638 1,882 0,029 0,348 0,091 0,111 0330 一〇,079 一〇 .236 一〇 .206 2,045

標準誤差 0,169 0,619 0,455 0,028 0,217 0,164 0,083 0,087 0,058 0,063 0,191 1,025

t値 1,596 一2
.647 4,134 1,030 1,602 0,553 1,346 3,771 一1 .364 一3 .745 一1 .080 1,996

推定結果 を見るとソフ ト労働価格,非 ソフ ト労働価格,資 本投資,産 出量の1次 項につい

ては,お おむね有意である。2次 項 と交差項については有意でない もの もある。一般化決定
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4)

数 は0.998で,当 て は ま りは 良 好 で あ る。不 均 一 分 散 に 関 す る ラ グ ラ ン ジ ュ乗 数 検 定(帰 無仮

説 は 均 一 分 散,対 立 仮 説 は不 均 一 分 散)のP値 は 式(9)と(10)に 対 して,そ れ ぞ れ0.108と

0.226で あ っ た。 ど ち ら も0.05よ り大 き く,推 定 式 の 誤差 項 に関 して,分 散 が 均 一 で あ る とい

う帰 無 仮 説 は棄 却 され な い。

表2曹 用関 数の計 篁 結果

∂ycε ∂レCs ∂}℃s ∂yC5 ∂2レcs ∂2γ05 ∂2}℃3

∂y ∂P5 ∂P。 ∂K ∂Pl ∂Pl ∂K2

1,055 130,752 751,988 一7
.902 一〇

.129
一〇

.129 3,145

可変費用関数の性質 について,表2に サンプルの平均で評価 した偏微分の値 を示 している。

これを見ると生産要素価格 に関する非減少性の性質,生 産量に関する非減少性の性質,生 産

要素価格に関 して凹関数の性質,固 定費用生産要素に関する非増加の性質,固 定費用生産要

素に関 して凸関数であるという性質は全てサンプルの平均で満たされている。

シャ ドー係数1nfe。について,P値 はO.046な ので,1n々。=0と いう帰無仮説は有意水準5%

で棄却 される。よって,中 国国有ソフ ト開発企業 は市場価格 に従った費用最小化 を行ってい

ない。シャ ドー係数が1よ り大 きいことから,相 対的にソフ ト労働者のシャドー賃金市場賃

金 よりが低 く,ソ フ ト開発労働が過剰である可能性が示 されている。

4.2計 測指数 と解釈

表3自 己価格弾力性と代替弾力性

εs εσ σ5 σo σ50

一〇
.396

一〇
.183 一L879 一〇

.265 0,579

晋通労働,ソ フ ト開発労働賃金の 自己価格代替弾力性はともに0よ り小さい。ソフ ト開発

労働者の賃金が1%上 昇すると,ソ フ ト開発労働者が0 .396%減 少する。ソフト開発労働の自

己価格弾力性 は普通労働の自己価格弾力性 より小さい。原因は大学卒業者 を中心にソフ ト開

発労働者の供給が急噌する一方,需 要側の労働者の質に対する選別が強 くなり,ソ フ ト開発

労働市場が流動化 していることが原因 と考えられる。

ソフ ト開発労働 と普通労働の代替弾力性は正で,ソ フ ト開発労働 と普通労働は代替的であ

る。 ソフ ト開発労働の自己価格弾力性が大きいことの もう一つの原因は普通労働がソフ ト開
　ラ発労働

で代替可能なことにあると考えられる。つ まり,ソ フ ト開発労働者が販売,営 業,管

理など普通労働 を行い得るということである。

4.3成 長寄与度と規模の経済性

表4に,生 産要素の寄与度と規模の経済性指標を示す。ソフ ト開発労働の生産寄与度は普
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通労働の生産寄与度より大 きい。長期の場合,ソ フ ト開発労働の寄与度は資本よりも大 きい。

これはソフ ト開発会社の特徴である。生産要素の寄与度の合計はシャ ドー費用に基づ く規模

の経済性 に等 しい。 しか し,配 分非効率の存在のため,こ れは実際費用に基づ く規模の経済

性 と一致 しない。短期の場合,シ ャ ドー平均費用は規模の経済性 を示すが,実 際には規模の

経済性は存在 しない。

衣4イ 穿{土 厘 貴 糸 り 苛 己ナ疋文Gろ 足朕 ノ罷E{耳1工

ソフト開発労働の

寄与度GR3

その他労働の

寄与度 α～o

資本の

寄与度 α～κ
SCE5 ∫α把

短期 0,643 0,175
一 0,818 1,444

長期 0,938 0,301 0,396 1,636 1,785

5CE5の 短期 は(14),長 期 は(21),SC置4の 短期 は(15),畏 期 は(24)に より計算 した

全体的には長期の規模の経済性が存在す る。近年,中 国は各地のソフ ト会社が合併 して,

大 きいソフ ト開発グループを作 る場合が多 くある。中国政府 もソフ トウェア産業における国

際市場での発展促進政策 として,2003年 上海市,大 連市,深 セン市,天 津市,西 安市の5都

市にソフ トウェア輸出基地,11の 国家ソフ トウェア開発基地 を建設することを決定 した。中

国政府が大規模化戦略を実施 して,コ ア競争力のあるソフ トウェア企業を重点的に育成 して

いく方針を示 した。本論の計算結果はこれらの政策を支持するものである。

4.4最 適可変費用 と最適生産要素投入量

表4-5は 推定されたシャ ドー可変費用関数から計算された。サ ンプル平均 における所与の

シャ ドー係数の下での実際費用 とシャ ドー係数を1に した時の最適費用である。

表5生 産費用

実際 コス ト 非効 率 な しの コス ト

1460 1067

表5を 見 ると,配 分非効率がない時の可変費用は1067億 人民元,実 際費用の73%で ある。

よって,中 国国有ソフ ト産業が配分非効率を改善す るな らば,27%の 費用 を削減できる。

表6生 産要素不足率

ソフ ト開発労 働1～s 普通 労動 、配o

全国平均生産要素不足率 0.35 2.25

表6は 推定 した中国の国有ソフ ト会社の各生産要素の不足率である。全体的にはソフ ト開

発労働の過大,普 通労働の不足を示 している。2002年 のソフ ト市場は好調のため,政 府で も
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企業でもソフ ト開発労働者を大量に雇用 した。 しかし,中 国での大学の規模拡大や,他 産諜

か らソフ ト業界へ流入する技術者が多数あ り,市 場の拡大 と共に,ソ フ ト技術者の質の低丁

という問題が浮上 した。このため,特 に経験がす くない新卒に対 して,賃 金が大 きく下落 し

たが,ソ フ ト開発労働の限界生産力(シ ャ ドー価格)は それよりもさらに低 く,過 剰な雇月i

が存在 している。

上海復旦大学が公開 した 「上海復旦大学卒業生就職事態調査 白書」によれば,2000年,

復旦大学卒業生はIT産 業に就職す ると平均月給約5000人 民元,2002年3500人 民元,2003#

2400人 民元である。中国若手ソフ ト開発人材振興会(ChinaYouthSoftwarePromotior

Project)2004年 の調査によると,大 学卒業生 ソフト技術者の平均月給 は2000人 民元 まで下蕗

した。質の高いソフ ト技術者に対する需要は非常に高 く,賃 金高騰の要因である。 しか し最

近の賃金下落は,供 給側の急激な拡大による質の低下を反映 している。推定結果が正 しく,

なおソフ ト開発労働が過剰であるとすると,さ らに賃金が低下 し優秀な人材の退出を招 く慾

れがある。

表7地 域別,最 適一実際資本比率(Kツ κ)

東 部 中 部 西 部

北 京 市 121 大 連 市 3.53 呼和浩特市 5.28

上 海 市 1.23 長 春 市 1.41 成 都 市 2.82

南 京 市 1.10 恰 ホ 浜 市 0.66 昆 明 市 1.63

厘 門 市 1.93 済 南 市 1.23 西 安 市 2.16

青 島 市 1.01 鄭 州 市 1.50 蘭 州 市 1.02

　 州 市 1.69 武 漢 市 6.65

深 馴 市 0.58 長 沙 市 2.05

東部平均値 1.25 中部平均値 2.43 西部平均値 2.58

前 国 平均 2.04

κ象はシャ ドー係 数(々 σ)を1と して求 めている。

表7は 地域別に最適資本ス トックの実際資本に対する比率を示 している。ここでK*は 長

期 においては配分非効率が解消され るものとして,シ ャ ドー係数に1を 代入 して求めている。

中国の国有 ソフ ト企業の資本は不足 していることが良 く分かる。平均的には資本を倍に増加

するべきである。全国的にみると,経 済が発展 している東部の資本不足率が小さい。中部 と

西部の資本不足率は非常に高い。これは中国中部と西部の国有 ソフ ト企業 を発展 させるため

の大 きな課題である。

表7の データの中に,非 常識的に大 きいデータがある。これ らの都市には国有企業がす く

なく,統 計のデータに異常値が存在する可能性が十分考えられる。 しか し,こ のデータをは

ず しても,中 国中部 と西部において発展 している東部の資本不足率がより大きいとする結論
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に変 更 はな い。

5最 後 に

以上,ト ランスログ型一般化可変費用モデルを利用 して,中 国22都 市別の国有 ソフ トウェ

ア会社2002年 のクロスセクシ ョンデータを実証分析 した。本論文の分析結果 を以下に要約す

る。

1.ソ フ ト開発労働 と普通労働の間に配分非効率性が存在 していることを証明 した。中国

国有 ソフト開発企業は市場価格に従った費用最小化 を行っていないことを示 している。全体

的にはソフ ト開発労働が過剰,普 通労働は不足である。中国国有ソフ トウェア産業は配分非

効率を改善するならば,27%の 費用 を削減で きる。

2.ソ フ ト開発労働の自己価格弾力性 は普通労働の自己価格弾力性 より絶対値で大 きい。

また,ソ フ ト開発労働 と普通労働は代替である。ソフ ト開発労働 と普通労働の代替可能性は

ソフ ト開発労働者が販売,営 業,管 理など普通労働を行い得 ることを意味する。

3、 ソフ ト開発労働の成長寄与度は普通労働の成長寄与度 より大 きい。 これはソフ ト開発

会社の特徴である。全体的に強い長期の規模の経済性がある。これは中国政府が大企業戦略

を実施する上で理論的な証拠 となる。

4.中 国の国有 ソフ ト企業の資本は不足 している。平均的には資本を倍に増加する必要が

ある。全国的にみ ると,経 済が発展 している東部の資本不足率が小 さい。中部 と西部の資本

不足率が非常に高い。

一方,本 論文の問題点及び今後の課題 を考えると,デ ータにはなお多 くの問題がある。サ

ンプル数の不足のため,安 定 した推定結果 を得ることが困難である。また,同 種の調査は2002

年以後行われてお らず,2002年 のみのクロスセクションデータであるため,技 術進歩など多

くの重要な問題 について分析がで きない。資本のデータは不備のため,そ の年の設備投資の

データで代用 している。

今後,中 国の国有 ソフ トウェア企業の生産の成長力は維持 され,市 場が一層大 きくなる可

能性 をもっている。今後 もソフ トウェア関連統計の整備を見据えながら継続的にソフ トウェ

ア生産を分析 していきたい。

注

本論 文作成 にあた り,日 頃 よ り暖 か い御 指導 を賜 わ りま した根 本二 郎 先生 に心 か ら感 謝致 します 。

計 算式 の推 定,論 文題 目の 選択,参 考文献 の収 集,コ ン ピューター の使 い方 な どいろ いろな面 で,

根本 二郎 先生 の細 か いご指導 が な くした ら,こ の論 文 は完 成で きませ ん で した。 また,有 益 な御 意

見 を頂 いた根 本研究 室 の皆様 に感 謝致 します。最 後,お 忙 しい時 間 を割 いて,貴 重 な ご意 見 をお寄

せ下 さった レフ ェ リー の先生 に感 謝 申 し上 げ ます。 こ こで助 けてい ただ いた皆様 に感 謝の 意 を表 し
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ます。

,1)中 国の ソフ トウ ェア企 業 の財務 デ ー タ(http:〃www.neusoft.com/aboutus/0026/な ど)で 見 る

と,こ れ らの 費用 の ウェ イ トは1%以 下で あ る。

2)式(9)に1h々 。,式(10)にk。 が現 れ るが,keはexp(lnk。)の 形 に書 き換 えて,lnk。 をパ ラメー

タ と して推 定 す る。

3)設 備投 資 に関 す る時系列 デー タは利 用可能 で はな い。 ここで は設備購 入費 が資本 ス トックに比

例す る もの と仮 定す る。 つ ま り,設 備購 入 費は毎 年一定 率 で拡大 し,か つ割 引率 と減耗 率 も一 定

で あ る もの とす る。 同様 の 方法 は佐 々木(2002)で も行 わ れて い る。

4)推 定 された残 差共 分散 行列 の行列 式 をD,,定 数項 を除 く全 ての係 数 を0に 制 約 して推 定 した時

の残差 共分 散行列 を1)oと して,一 般化 決 定係 数は1-Do/D,で 定 義 され る。

5)式(12)`(13)よ り,εs+ε 。;一 σ、。が 成 り立 つ。 よって,ソ フ ト開発 労働 と普通 労働 の代替 可能性

は それぞ れの 自己価格 弾 力性 の大 きさに帰せ られ る。
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